法務支援・コンプライアンス等推進業務委託契約公募型プロポーザル（様式4）
受託法務支援専門官として従事予定の弁護士経歴・従事業務調書
	法人又は事務所名
	[bookmark: _GoBack]
	作成責任者氏名
	

	申告
	本様式に記載した事項は事実に相違ないことを申告します。

	申告年月日
	2026年○月○日


注：受託法務支援専門官として従事する予定の弁護士1名につき、本様式を1部作成してください（複数いる場合は従事予定者　　全員分）。資格要件の確認と内容評価に必要な事項に限って記載し、同一内容を企画提案書へ重複して記載する必要はありません。
1．基本情報
	担当予定弁護士氏名
	
	本業務での位置づけ
	□主たる担当　□共同担当

	弁護士登録番号
	
	所属弁護士会
	

	弁護士登録年月日
	　　　年　　　月　　　日
	弁護士実務経験年数
	通算　　　年　　月

	弁護士証票の写し
	· 添付済み
	過去５年以内の懲戒処分
	□受けていない



2．仕様書上の資格要件の確認
該当する項目にチェック（□→■でも可）してください。詳細は次項以降に記載してください。
	確認
	要件
	記載箇所

	□
	通算3年以上の弁護士実務経験を有する。
	本様式１

	□
	国又は地方公共団体に対する法務支援等の経験を通算2年以上有する。
	本様式3

	□
	自治体法務の関連分野について、本業務に必要な知識及び対応能力を有する。
	本様式4



3．自治体法務経験
仕様書Ⅴ2(2)の①又は②に該当する経験を記載してください。①と②の合算も可能です。実績ごとの案件名や　相談案件一覧の記載は不要です。
	経験区分
	従事期間
	相談対応件数

	①　国又は地方公共団体の職員として、法務相談等対応業務に類似する業務に従事した経験
	通算　　年　　月
	件
(把握できる場合のみ）

	②　年間法律顧問契約又は包括的法務支援業務委託契約に基づく相談対応経験
	通算　　年　　月
	通算　　件



【詳細】（行が不足する場合は各自で追加してください。）
・「区分」、「勤務先・契約先の種別」の該当する項目にチェック（□→■でも可）してください。
・「従事形態」欄には、「常勤・非常勤・任期付職員、法律顧問、業務委託の担当弁護士」等を記載してください。
・「対象部局」欄の記載例：対象部局「全庁、○○部門、○○行政委員会」等
・「主な従事業務内容」欄の記載例：「法律相談への回答、債権管理、契約書等のドラフトチェック」等
	No.
	区分
	勤務先・契約先の種別
	期間
	従事形態
	対象部局
	主な従事業務内容

	1
	□①
□②
	□国　□都道府県　□政令市
□中核市　□その他
	年　月～
年　月
	
	対象部局：
	

	2
	□①
□②
	□国　□都道府県　□政令市
□中核市　□その他
	年　月～
年　月
	
	対象部局：
	

	3
	□①
□②
	□国　□都道府県　□政令市
□中核市　□その他
	年　月～
年　月
	
	対象部局：
	

	4
	□①
□②
	□国　□都道府県　□政令市
□中核市　□その他
	年　月～
年　月
	
	対象部局：
	



4．自治体法務に関する知識・経験
実際に相談対応その他の業務に従事した分野にチェック（□→■でも可）してください。「補足」欄には、特にPRしたいことなどがあればご記入ください。
	該当
	分野
	含まれる事項の例
	補足

	□
	政策法務・例規
	新規施策、制度設計、条例・規則等の検討
	

	□
	契約・入札
	契約締結、契約履行、入札・委託契約等
	

	□
	債権・財産・公の施設
	債権管理、公有財産、指定管理者制度等
	

	□
	行政処分・行政指導
	処分基準、手続、聴聞・弁明、行政指導等
	

	□
	不服申立て・争訟
	行政不服審査、住民監査請求等
	

	□
	情報公開・個人情報
	情報公開、個人情報保護、文書管理
	

	□
	損害賠償・危機対応
	国家賠償、事故対応、苦情・紛争対応等
	

	□
	地方公務員・組織法務
	服務、懲戒、労務、組織・権限等
	

	□
	内部統制・コンプライアンス
	内部通報、不当要求、事故報告等
	

	□
	その他
	本業務に活用できる自治体法務分野
	



5．相談対応・説明・助言に関する事項
受託支援専門官の担当予定弁護士として重視する考え方をご記載ください。
	事実関係・論点の把握
（相談内容及び関係資料から事実関係と法的論点を把握する際に重視　すること）
	

	対応方針・選択肢の提示
(法的見解に加え、行政実務上の対応方針、留意点及び選択肢を示す際に重視すること)
	

	分かりやすい説明
(職員の知識・経験に応じて説明・　助言を行う際に重視すること)
	



